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1「契約の重大不履行」概念による
無催告解除

契約の拘束力からの離脱

履行障害が重大なものでなければならな

い 重大な不履行

特別連載

民法（債権法）改正
の個別論点とその問題点Vol.2

伝統的な契約責任論 最近の契約責任論

①　契約により債権債務が発生する

② 　債権債務（引いて契約）から基礎づけられるのは履
行請求のみ

③ 　損害賠償と解除は、別の根拠で導かれる（サンク
ション）。

① 　契約責任の問題も債権債務の発生原因たる契約に
接合して構成

② 　損害賠償や解除も契約の拘束力から導かれる（な
お、履行請求は他の救済手段と並ぶものとされる）　
サンクションではない

債務不履行という債務者の行為に照準→履行遅滞・履
行不能・不完全履行に即して解釈→損害賠償と同様、不
履行＋「帰責事由」を要求する。

契約解除は契約の拘束力からの離脱を認める制度（契
約の拘束力の限界を画する制度）→契約に拘束力が認
められるのも、当事者が得ようとした一定の利益や価
値の取得を保証するためでその限りにおいてであるか
ら、そのような利益や価値の取得がもはや望めなくな
る場合には、もはや契約の拘束力を認める意味がない。
この手段が契約解除。
→「帰責事由」不要

Ⅰ　基本方針の解除権
民法改正問題特別委員会 委員　増 田 眞 里
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市場のグローバル化への対応としての取引法の国際的

調和

2 重大な不履行とは

契約当事者の一方が債務の不履行をしなかった

ことによって、相手方が契約に対する正当な期待を失っ

た場合

3 催告解除規定の併存とそのあり方

1

催告解除

を並列的
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2　問題点と大阪弁護士会の対案提案

債務の不履行に加えて一定期間を定

めて催告をしてなおかつ催告に応じないことが契約の

重大な不履行に当たるとき

4 その他
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1 基本方針の紹介

1　適用範囲の拡大（①）

不実告

知の対象となる事項（重要事項）

事実と異なることを告げること（告知）

第三者による不実表示のケース

2　民法への取込み（②）

3　一般法化（③）

4　錯誤・詐欺との違い

Ⅱ　不実表示について
民法改正問題特別委員会 委員　上 田 　 純
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2 問題点と意見（意見書22頁～25頁）

表意者（消費者

等）の保護がこれまで以上に図られる

1　事業者から消費者への取消権行使の問題

消費者の不実表

示による事業者の取消権

2　消費者契約法の立法趣旨の考慮の問題

消費者

保護が後退するおそれ
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1 基本方針の内容

譲渡禁止特約に反する債権譲渡の効力を、物権的無

効ではなく、譲渡当事者及び対第三者との関係では有

効とすること。

「第三者対抗要件が備えられている場合で、譲渡人

について倒産手続の開始決定があったとき」について

も、債務者は、譲渡禁止特約をもって譲受人に対抗す

ることができないようにすること。

2 基本方針の問題点

1　譲渡禁止特約に反する債権譲渡の効力について（上

記1①）

2　譲渡人の倒産手続開始と譲渡禁止特約について（上

記1②）

当該譲受人に、債務者に対する直接の

Ⅲ　債権譲渡禁止特約の効力について
民法改正問題特別委員会 委員　德 田 　 琢
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請求権を認めることを企図
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1 趣旨

役務

提供契約の一般規定を創設する提案

2 内容

報酬請求

に関する規定

成果完成型

履行割合型

役務提供が不可能となった場合の報酬請求

【表1】現民法536条の場合

【表2】改正提案の場合

Ⅳ　役務提供契約
民法改正問題特別委員会 委員　藤 川 真 之 介

履行不能の原因 報酬

当事者双方の責めに帰することができない事由による場合 反対給付を受ける権利を有しない。

債権者の責めに帰すべき事由による場合 反対給付を受ける権利を失わない。

役務提供不能の原因 成果完成型 履行割合型

役務受領者に生じた事由でも役務受
領者の義務違反でもない場合

報酬は請求できない。ただし、役務提
供の成果が可分で、かつ、既履行部
分について役務受領者が利益を有す
るときは、既履行部分に対する報酬
を請求できる。

履行の割合に応じた報酬を請求できる。

役務受領者に生じた事由による場合 履行の割合に応じた報酬およびその中に含まれていない費用を請求できる。

役務受領者の義務違反による場合
約定の報酬から債務を免がれること
によって得た利益を控除した額を請
求できる。

〈任意解除権がない場合〉左に同じ。

〈任意解除権がある場合〉役務受領
者に生じた事由による場合と同じ。

※藤川真之介会員は、11月11日付で第一東京弁護士会に登録換えされています。
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1 債権時効の対象

債権時効の対象は、「債権（不動産賃借権を除く。）と

する」

2 債権時効制度の存在理由と
そのあり方について

時の経過による事実関係の曖昧化によって生じう

る諸々の負担と危険から人々と取引社会を解放し、人々

の日常生活の安心と取引社会の安定を維持すること

3 債権時効期間の原則（【3.1.3.44】）

1　基本方針の紹介

債権時効の原則的な起算点と時効期間

Ⅴ　債権時効総論
民法改正問題特別委員会 副委員長　山 形 康 郎
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2　問題点と意見

主観的起算点

主観的起算点

客観的起算点
10年間

3.4.5年

客観的起算点
10年間

3年

主観的起算点

主観的起算点

客観的起算点
10年間

3.4.5年

客観的起算点
10年間

3年


